
 建築基準法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和５年３月28日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県条例第31号 

   建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

 建築基準法施行条例（平成12年岩手県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

 改正前 改正後 

１  （認定申請手数料等）  （認定申請手数料等） 

 第17条 次の表の左欄に掲げる申請をする者は、申請１件につき、同表の左

欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に定める額の手数料を納付しなければ

ならない。 

第17条 次の表の左欄に掲げる申請をする者は、申請１件につき、同表の左

欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に定める額の手数料を納付しなければ

ならない。 

  申請の種類 手数料の額   申請の種類 手数料の額  

   ［略］    ［略］  

  法第51条ただし書（法第87条第２項若しく

は第３項又は第88条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定に基づく特殊建築

物等の敷地の位置の許可の申請 

 ［略］   法第51条ただし書（法第87条第２項若しく

は第３項又は第88条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定に基づく特殊建築

物等の敷地の位置の許可の申請 

 ［略］  

    法第52条第６項第３号の規定に基づく建築

物の容積率に関する特例の認定の申請 

27,000円  

  法第52条第10項、第11項又は第14項の規定

に基づく建築物の容積率に関する特例の許

可の申請 

 ［略］   法第52条第10項、第11項又は第14項の規定

に基づく建築物の容積率に関する特例の許

可の申請 

 ［略］  

    法第53条第５項第１号から第３号までの規

定に基づく建築物の建蔽率に関する特例の

許可の申請 

33,000円  

    法第53条第５項第４号の規定に基づく建築

物の建蔽率に関する特例の許可の申請 

160,000円  



  法第53条第５項又は第６項第３号の規定に

基づく建築物の建蔽率に関する制限の適用

除外に係る許可の申請 

 ［略］   法第53条第６項第３号の規定に基づく建築

物の建蔽率に関する制限の適用除外に係る

許可の申請 

 ［略］  

   ［略］    ［略］  

  法第55条第２項の規定に基づく建築物の高

さに関する特例の認定の申請 

 ［略］   法第55条第２項の規定に基づく建築物の高

さに関する特例の認定の申請 

 ［略］  

    法第55条第３項の規定に基づく建築物の高

さに関する特例の許可の申請 

160,000円  

  法第55条第３項各号の規定に基づく建築物

の高さの許可の申請 

 ［略］   法第55条第４項各号の規定に基づく建築物

の高さに関する制限の適用除外に係る許可

の申請 

 ［略］  

   ［略］    ［略］  

  法第57条第１項の規定に基づく建築物の高

さに関する制限の適用除外に係る認定の申

請 

 ［略］   法第57条第１項の規定に基づく建築物の高

さに関する制限の適用除外に係る認定の申

請 

 ［略］  

    法第58条第２項の規定に基づく建築物の各

部分の高さに関する特例の許可の申請 

160,000円  

  法第59条第１項第３号の規定に基づく建築

物の容積率、建蔽率、建築面積又は壁面の

位置に関する特例の許可の申請 

 ［略］   法第59条第１項第３号の規定に基づく建築

物の容積率、建蔽率、建築面積又は壁面の

位置に関する特例の許可の申請 

 ［略］  

   ［略］    ［略］  

  法第86条第２項の規定に基づく１の敷地内

にあるものとみなされる建築物に関する特

例の認定の申請 

建築物（既存建築物を除

く。以下この欄において

同じ。）の数が１である

場合にあっては78,000円

、建築物の数が２以上で

あ る 場 合 に あ っ て は

  法第86条第２項の規定に基づく１の敷地内

にあるものとみなされる建築物に関する特

例の認定の申請 

建築物（建築等をするも

のに限る。以下この欄に

おいて同じ。）の数が１

である場合にあっては

78,000円、建築物の数が

２以上である場合にあっ

 



78,000円に１を超える建

築物の数に28,000円を乗

じて得た額を加算した額 

ては78,000円に１を超え

る建築物の数に28,000円

を乗じて得た額を加算し

た額 

   ［略］    ［略］  

  法第86条第４項の規定に基づく１の敷地内

にあるものとみなされる建築物に関する特

例の許可の申請 

建築物（既存建築物を除

く。以下この欄において

同じ。）の数が１である

場合にあっては238,000円

、建築物の数が２以上で

あ る 場 合 に あ っ て は

238,000円に１を超える建

築物の数に28,000円を乗

じて得た額を加算した額 

  法第86条第４項の規定に基づく１の敷地内

にあるものとみなされる建築物に関する特

例の許可の申請 

建築物（建築等をするも

のに限る。以下この欄に

おいて同じ。）の数が１

である場合にあっては

238,000円、建築物の数が

２以上である場合にあっ

ては238,000円に１を超え

る建築物の数に28,000円

を乗じて得た額を加算し

た額 

 

  法第86条の２第１項の規定に基づく一敷地

内認定建築物以外の建築物の建築の認定の

申請 

建築物（既存建築物を除

く。以下この欄において

同じ。）の数が１である

場合にあっては78,000円

、建築物の数が２以上で

あ る 場 合 に あ っ て は

78,000円に１を超える建

築物の数に28,000円を乗

じて得た額を加算した額 

  法第86条の２第１項の規定に基づく一敷地

内認定建築物以外の建築物の新築又は一敷

地内認定建築物の増築等の認定の申請 

建築物（新築又は増築等

をするものに限る。以下

この欄において同じ。）

の数が１である場合にあ

っては78,000円、建築物

の数が２以上である場合

にあっては78,000円に１

を超える建築物の数に

28,000円を乗じて得た額

を加算した額 

 

  法第86条の２第２項又は第３項の規定に基

づく一敷地内認定建築物以外の建築物の建

建築物（既存建築物を除

く。以下この欄において

  法第86条の２第２項又は第３項の規定に基

づく一敷地内認定建築物等以外の建築物の

建築物（新築又は増築等

をするものに限る。以下

 



築の許可の申請 同じ。）の数が１である

場合にあっては238,000円

、建築物の数が２以上で

あ る 場 合 に あ っ て は

238,000円に１を超える建

築物の数に28,000円を乗

じて得た額を加算した額 

新築又は一敷地内認定建築物等の増築等の

許可の申請 

この欄において同じ。）

の数が１である場合にあ

っては238,000円、建築物

の数が２以上である場合

にあっては238,000円に１

を超える建築物の数に

28,000円を乗じて得た額

を加算した額 

   ［略］    ［略］  

 ２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

２ （がけ）  （崖） 

 第６条 高さ２メートルを超えるがけ（宅地造成等規制法施行令（昭和37年

政令第16号）第１条第２項に規定するがけをいう。以下同じ。）又は当該

がけの上に接する土地（がけの下端からの水平距離ががけの高さの２倍以

内の土地をいう。以下同じ。）若しくは当該がけの下に接する土地（がけ

の上端からの水平距離ががけの高さの２倍以内の土地をいう。以下同じ。

）に建築物を建築し、又は建築物の敷地を造成する場合は、次の各号のい

ずれかに該当する場合を除き、がけの形状若しくは土質又は建築物の位置

、規模、構造若しくは用途に応じ、安全上支障がない擁壁の類を設けなけ

ればならない。 

第６条 高さ２メートルを超える崖（宅地造成及び特定盛土等規制法施行令

（昭和37年政令第16号）第１条第１項に規定する崖をいう。以下同じ。）

又は当該崖の上に接する土地（崖の下端からの水平距離が崖の高さの２倍

以内の土地をいう。以下同じ。）若しくは当該崖の下に接する土地（崖の

上端からの水平距離が崖の高さの２倍以内の土地をいう。以下同じ。）に

建築物を建築し、又は建築物の敷地を造成する場合は、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、崖の形状若しくは土質又は建築物の位置、規模

、構造若しくは用途に応じ、安全上支障がない擁壁の類を設けなければな

らない。 

  (１) 堅い地盤を切ったがけ面、安定した地盤のがけ面又は特殊な構造方

法によるがけ面で安全上支障がない場合 

 (１) 堅い地盤を切った崖面、安定した地盤の崖面又は特殊な構造方法に

よる崖面で安全上支障がない場合 

  (２) 構造耐力上主要な部分（がけ崩れによる被害を受けるおそれのない

部分を除く。）が鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又はこ

れに類する構造でがけ崩れに対して安全な建築物をがけ又はがけ下に接

する土地に建築する場合 

 (２) 構造耐力上主要な部分（崖崩れによる被害を受けるおそれのない部

分を除く。）が鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又はこれ

らに類する構造で崖崩れに対して安全な建築物を崖又は崖の下に接する

土地に建築する場合 

 ２ 高さ２メートルを超える擁壁の構造は、建築基準法施行令（昭和25年政 ２ 高さ２メートルを超える擁壁の構造は、建築基準法施行令（昭和25年政



令第338号）第142条並びに宅地造成等規制法施行令第７条及び第８条の規

定によらなければならない。 

令第338号）第142条並びに宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第９条及

び第10条の規定によらなければならない。 

 ３ がけ又はがけの上に接する土地に建築物を建築する場合は、その敷地に

適当な排水設備を設けなければならない。 

３ 崖又は崖の上に接する土地に建築物を建築する場合は、その敷地に適当

な排水設備を設けなければならない。  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、表２の項の改正部分は、同年５月26日から施行する。 
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